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4 論文の要旨 
 
本論文は、中小企業を取り巻く経営環境が日々変化しているなかで、中小企業の存立維
持の可能性を見出すために、元請大企業と下請中小企業との関係について分析した企業間
取引、産地完結型を形成する中小企業間関係について分析した地場産業、国内中小企業と
海外事業展開している中小企業との比較･検討を行ったグローバル化、の 3 つの視点で考察
されたものである。 
第 1 に、中小企業と大企業との取引関係によって、特に下請取引関係について、中小企
業の存立維持にどのような影響をもたらしているのか。つまり従来、中小企業研究で議論
されてきた大企業との取引関係において中小企業の成長が阻害されているのか、または、
大企業との取引関係によって、中小企業の成長が促進されてきたのかという、相反する命
題についての検討である。大企業と中小企業との取引関係は多種多様であることから、日
本の下請中小企業に関する諸議論について比較･検討する必要がある。 
第 2 に、中小企業同士の分業構造が中小企業の存立維持にどのような影響をもたらして
いるのか。つまり中小企業同士の分業構造をとらえるうえで重要となる日本固有の地場産
業がどのような実態なのか、という点である。地場産業の実態を理論的、実証的に検証す
ることで中小企業の存立維持のあり方について分析していくことが可能であり、中小企業
同士の分業構造にいかなる意味をもつのか、について議論する必要がある。 
第 3 に、中小企業と国際経済との関係性において、中小企業の存立維持にどのような影
響をもたらしているのか。つまり、近年の国内市場の縮小によって、国内需要の減尐が進
んでおり、中小企業は自ら海外市場を取り込む経営行動に戦略的に取り組んでおり、自社
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の製品･サービスの優位性を海外市場においても発揮できているのか、という点である。中
小企業の海外市場を視野に入れた経営行動は大企業の経営行動と共通している部分はある
が、中小企業ならではの経営行動も存在するのか否かを実証的に検討する必要がある。本
論文は以上の具体的な検討課題を設定し、これらそれぞれについて検討を試みている。 
 
本論文は、序章と終章を含めて 14章から構成されている。構成内容は次のとおりである。 
 
序 章  課題設定 
第 1 章  中小企業の被支配性(下請制)に関する研究 
第 2 章  中小企業の過多性に関する研究 
第 3 章  中小企業の過小性に関する研究 
第 4 章  中小企業の企業間取引と効率性 
第 5 章  「関係特殊的投資」に関する研究からのアプローチ 
第 6 章  「関係特殊的投資」に関する研究からの再考 
第 7 章  存立主体としての中小企業 
―地場産業とグローバル化の視点― 
第 8 章  地場産業に関する研究 
第 9 章  豊岡カバン産地の構造変化 
第 10 章  産地企業の産地内企業間関係の構築と製品差別化 
―豊岡カバン産地の産地企業を事例に― 
第 11 章  中小企業のグローバル化に関する諸議論 
第 12 章   中小製造業のグローバル化に関する一考察 
―兵庫県下の中小企業の海外事業展開を中心に― 
終 章  今後の研究課題 
 
 本論文は、大きく序章、第 1～6 章、第 7 章、第 8～10 章、第 11～12 章、終章の 6 つに
分けることができる。 
 
序章では、異質多元的な中小企業の存立維持の可能性について模索するために、企業間
取引、地場産業、グローバル化に関する現代の日本経済における現状を概括的に整理･検討
している。また中小企業の存立維持に関する多様な視点からの比較･検討を行う意義につい
ての問題意識を整理しながら、本論文の課題を明示し、研究上の位置づけを行っている。 
 
第 1 章から第 6 章では、下請中小企業と元請大企業との取引関係による中小企業の存立
維持に関する議論について考察されている。特に、第 1 章から第 3 章では、中小企業の下
請制、過多性、過小性という経営環境下における存立問題について触れ、中小企業の存立
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維持の可能性について分析･検討している。また、第 4 章から第 6 章では、中小企業と大企
業との取引関係によって、中小企業が技術･技能の向上等を実現している点に着目し、中小
企業の存立維持に影響をもたらしていることを明らかにしている。 
 
第 1 章では、日本の「中小企業問題性(下請制)」の理論展開の始祖となった小宮山琢二と
藤田敬三による論争について整理･検討したうえで、「中小企業問題性(下請制)」の代表的な
研究者である巽信晴、三井逸友、中村秀一郎の 3 氏を取り上げ、下請制の問題性、効率性、
独立性の各視点から、中小企業存立における下請制とは何なのかについて分析している。 
 
第 2 章では、｢寡占･非寡占」論における代表的な研究者である Averitt, R．T．、北原勇、
佐藤芳雄、渡辺幸男を取り上げ、「寡占･非寡占」関係による中小企業の存立を大資本との
観点から考察している。非寡占である大多数の中小企業は、大企業が築く市場領域外に存
立することになり、お互いが激しい原子的競争を繰り返し、経営力が弱体化することで、
低価格競争に陥り、利潤が減尐していくという現象を引き起こし、中小企業問題が顕在化
していると指摘している。しかし「寡占･非寡占」による競争下であっても、中小企業は大
企業との亜業種的連関関係の下での「企業間関係」によって存立し続けている一側面につ
いても明らかにしている。 
 
第 3 章では、「適正規模」論について、Robinson, E．A．G．、田杉競、末松玄六、有澤
廣巳、瀧澤菊太郎の各諸説について取り上げ、中小企業の過小性に主眼をおき、中小企業
の存立について考察している。中小企業は自らの「適正規模」に見合った市場で活動する
ことで、大企業との競合であっても存立維持が可能であることを明らかにしている。 
 
第 4 章では、中小企業の効率性に関して「知識ベース視角」、「能力ベース視角」の各視
点から経営資源の移転と「コア･コンピタンス」の概念を用いて理論的に考察している。中
小企業存立論における「中小企業問題」は、下請制、過多性、過小性という経営状況とい
うだけで、さまざまなマイナス要因があると述べている。しかし下請制、過多性、過小性
といった経営状況であったとしても、効率性を見出せる場合があり、中小企業存立に好影
響を与えていると指摘している。 
 
第 5 章では、企業間関係の「関係特殊的投資」の成立要因について検討している。企業
間関係の優位性に関する分析を進めていくと、優位性を継続的に維持するためには企業間
関係の「継続的安定性」が求められる。企業間関係の「継続的安定性」は重要なポイント
であり、その要因としての「関係特殊的投資」について解明することが求められると指摘
している。 
 
4 
 
第 6 章では、Dyer, J．H．と Singh, H．と Kale, P．の長期継続的な企業間関係と浅沼
萬里の長期継続的な企業間関係との比較･検討を行い、両者の違いについて明らかにしてい
る。Dyer, J．H．と Singh, H．と Kale, P．と浅沼萬里の長期継続的な企業間関係の要因
について、関係レントの分配における構図が異なっていることを指摘している。 
 
第 7 章では、中小企業論の範疇における地場産業研究と中小企業のグローバル化研究の
視点が、第 1 章から第 6 章で考察されてきた中小企業の問題性論、寡占･非寡占論、適正規
模論、企業間取引論等の各視点と別次元のものではなく、中小企業における存立維持の可
能性の議論と連続性をもって議論していくことが必要であることについて理論的体系を用
いて述べている。 
 
以下では、地場産業、グローバル化の各視点からの実証分析がなされている。第 8 章か
ら第 10 章では、地場産業に関しての理論的な考察を山崎充の見解を中心にまとめており、
その見解を援用し、豊岡カバン産地の事例を用いて検討されている。第 11 章及び第 12 章
では、中小企業のグローバル化に関する先行研究を取り上げつつ、兵庫県下の中小製造業
における中小企業の海外事業展開の実態について明らかにしている。 
 
第 8 章では、地場産業の経営形態等の視点からの理論的な枠組について検討している。
地場産業を構成しているのは産地企業であり、産地企業の分業構造が時代の変遷によって
変化してきたことから、地場産業もまた変質している点について触れ、山崎充の地場産業
理論を通じて、地場産業の類型化を改めて明確化する重要性について指摘している。 
 
第 9 章では、地域経済の主体である地場産業の分業構造について考察している。従来の
地場産業の分業構造である産地完結型構造から新たな分業構造である脱商業資本･工業資
本転換型構造に変化したことで、産地企業の実態もそれに沿った経営行動がみられたと分
析している。また新たな地場産業の存立維持を可能とする要因として、産地問屋における
製品開発等のソフト面での機能強化であると指摘し、メーカー等との取引関係を再構築す
る方向性が重要となる点について主張している。 
 
第 10 章では、産地企業の存立維持の 1 つの取組として、製品差別化を生み出す産地内企
業同士の企業間関係について考察している。産地企業の製品差別化を対象とした先行研究
を援用し、産地企業が存立し続けるためには、産地企業は既存製品をベースに市場のニー
ズに合った新製品開発(ブランド化)を行うことが必要であると、事例を用いて指摘している。 
 
第 11 章では、中小企業に関するグローバル化の諸議論について検討している。中小企業
の海外事業展開は新たな市場を開拓し、製品･サービスの供給先を求めることを意図する必
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然的な経営行動であると指摘している。その反面、海外事業展開が産業の空洞化を引き起
こすという考えもあるが、中小企業の海外事業展開によるメリットがデメリットを超えれ
ば、日本経済活性化につながる可能性があるとし、生産拠点及び販売拠点の海外事業展開
を行うことで中小企業が存立維持することができるなら、その可能性を優先すべきである
と主張している。 
 
第 12 章では、中小企業の存立維持を可能としている海外事業展開の形態について考察し
ている。アンケート調査から、中小企業が海外事業展開することによって、売上高、経常
利益、従業員数の増加傾向を認めることができることについて指摘し、中小企業が海外事
業展開すること自体が自社の存立維持の強化につながっていると主張している。またヒア
リング調査から、中小製造業の海外事業展開が販路開拓のための積極的な現地生産等を伴
う経営行動であることを明示している。 
 
終章では、第 1 章から第 12 章までの各章での中小企業の存立維持の可能性について検討
し、企業間取引、地場産業、グローバル化の各視点について総括している。各章ともに中
小企業の製造業に着目して議論されており、中小企業は自社単独の資源のみでは経営行動
を行っていないことが明示されている。中小企業は大企業との取引関係、中小企業との取
引関係、独自の地域資源を活用した最終製品を製造するための分業構造、といった他組織
の経営資源を取り込んだいわばイノベーション創出等、さまざまな経営環境のなかで柔軟
に対応し、存立維持を可能にしていることを結論としている。 
 
以上の分析に基づいて、次の 3 つのインプリケーションを導出している。 
第 1 に、中小企業と大企業との取引関係については、中小企業は大企業との長期継続的
な取引関係から技術の移転、資金提供による生産設備の改善、安定的な供給確保、等のメ
リットを得ていることを指摘している。第 2 に、中小企業同士の分業構造が中小企業の存
立維持にどのような影響をもたらしているのかについては、産地企業は地域の資源と自社
の経営資源とを融合させながら、主に産地内で分業することによって高品質な製品を製造･
販売していることを明らかにしている。産地企業は新製品開発等を問屋、製造をメーカー、
といった分業に関して社会的分業構造として構築することで、効率的な製品開発･製造がな
されており、自社の存立維持を可能としている。第 3 に、中小企業の海外事業展開が中小
企業の存立維持にどのような影響をもたらしているのかについては、中小企業が自社の経
営資源と海外現地の経営資源を相互補完することで製品開発･製造を円滑に行い、販路開拓
を実現している現状について明らかにしている。 
 
5 論文の評価 
本論文は「中小企業の存立可能性に関する比較研究」として、中小企業研究の範疇であ
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る企業間取引、地場産業、グローバル化に着目し分析･検討を進めている。中小企業が対象
になっている研究は多くの学際的な分野を含んでいる。中小企業研究独自の理論的体系か
ら構築された分析フレームワークからのアプローチは、中小企業は異質多元的な主体であ
り、中小企業の存立維持可能性を検討するためには、不可欠と考えられている。そこで筆
者は、企業間取引、地場産業、グローバル化に関連した先行研究を行ったうえで、日本の
下請制研究を踏まえた下請中小企業の存立と行動に関して「レント」概念の一形態である
「関係レント」の分析アプローチを用いている。また地場産業の分業構造を明らかにする
「類型化」の分析アプローチ、中小企業の海外事業展開に関わる「事業展開形態」の分析
アプローチを用いている。 
 
本論文の意義としては以下の 3 つがあげられる。 
第 1 に、中小企業と大企業との企業間取引関係において、中小企業の取引力の低さに由
来する問題性を有した主体であるとの議論について異なる側面からの結論を導き出してい
る。中小企業は大企業との企業間取引関係の長期化により、技術力等の向上を成し遂げて
いる側面もあり、大企業との企業間取引関係が中小企業の効率性を生み出している可能性
がある。中小企業はいかに大企業と長期継続的に企業間取引関係を維持できるのかで自社
の存立維持の可能性を高めることができるとしている。 
第 2 に、地場産業の分業構造を構成している産地企業について衰退傾向がみられるもの
の新たな存立基盤形成を模索している事例も存在していることを指摘している。地場産業
は今日、規模が縮小しているところも多い。しかし産地企業の経営行動は地場産業の縮小
に伴って、新たな産地企業間で分業構造を再構築しようとする動きがみられる。地場産業
のなかには、最終製品の製造･販売を産地企業が中心となって分業している産地もみられ、
経営資源を補完し合う分業構造の再編が進展しているとしている。 
第 3 に、中小企業のグローバル化に伴う経営行動の実態について近年、独立型企業にお
いて増加傾向にあるとしている。従来、中小企業は国内市場向けに製造･販売しているとこ
ろが多く、海外市場を視野に入れた経営行動に消極的であった。一方、中小企業のなかに
は自社の存立維持を可能とするために、現地の生産拠点･販売拠点を設けているところも多
くなってきている。しかし中小企業の経営資源には制約があり、自社単独で海外事業展開
することは困難な状況である。そこで中小企業の海外事業展開を支援する行政の動きも活
発になってきているとしている。 
異質多元的な中小企業を検討するうえでは、中小企業の存立維持の可能性を追求するた
めに異なる視点で比較分析することで今後の中小企業の存立基盤強化の要因を見出すこと
ができる。企業間取引、地場産業、グローバル化の各視点をもとに議論することは理論的、
実証的な中小企業の存立維持可能な要因を考察していくうえで重要である。 
 
以上、指摘した本論文の意義を認めながらも、筆者の研究には以下の諸課題を指摘せざ
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るをえない。 
第 1 に、中小企業存立論における「中小企業問題性(下請制)」論、「寡占･非寡占」論、「適
正規模」論、の各理論を取り上げたが、中小企業の問題性と効率性に関する議論の一部し
か考察しておらず、各理論の本質的な意義を検討できなかった。つまり中小企業存立論は
理論体系が膨大であり、本論文では中小企業の問題性と効率性の本質的な議論がなされて
いない。今後は中小企業存立論の体系的な議論につき再検討しなければならない。 
第 2 に、本論文で取り上げている研究対象がほぼ製造業に限定されている点である。中
小企業業種は製造業以外にも数多く存在し、その業種でも大企業との企業間関係、地場産
業における分業構造、グローバル化に大きく関わっている。例えば、グローバル化につい
ていえば、今日中小サービス業でも海外事業展開している事例も数多く見受けられる。こ
うした研究対象の拡張が今後の課題として指摘することができる。 
第 3 に、実証研究の部分では、個別の事例に限定しており、統計的な分析はアンケート
調査のみとなっている。異質多元的な中小企業は質･量ともにさまざまであり、本論文の事
例のみでは、一般化できるとはいい難い。より多くの事例を取り上げ、また統計的なデー
タからも中小企業の存立維持を可能とする要因を分析する必要がある。 
第 4 に、中小企業政策に関する言及に乏しい。本論文では、理論的、実証的な分析を展
開してきたが、その議論を受けての既存の中小企業政策に対する課題等を明らかにできて
いない。中小企業の存立維持可能性を追求するためには、中小企業政策の役割も重要であ
り、中小企業の経営環境を改善するために必要な政策的な視点での考察も求められる。 
 
以上、本論文にはいくつかの残された課題はあるものの、筆者は大学院博士後期課程在
籍中から各経済団体との交流を通じて個別企業の事例研究に取り組んできた。さらには単
位取得退学後、現勤務先大学に就職した後も、継続して実施してきた文献研究を通じた分
析視角の構築と、兵庫県を中心としたフィールドワークによって得た中小企業の個別事例
のデータを本論文として体系的に整理した点は、研究者としての能力を見事に示したとも
いえる。また本論文は必ずしも研究蓄積が多くない、中小企業の比較研究を理論的･実証的
に正面から検討を試みようとした意欲的な研究である。中小企業研究は、各分野の研究を
比較しながら、中小企業の存立維持可能性について検討しようという研究は必ずしも多く
ない。若手研究者である筆者が、こうした研究分野を独自の分析方法で切り開いた点は大
いに評価されるべきである。筆者は、現在、関東圏の大学に勤務しているが、すでに地元
経済団体との関係も構築し、フィールドワークによる中小企業に関する情報を蓄積してき
ており、さらなる研究発展を模索している。今後の一層の研究発展を期待したい。 
 
6 判定 
 本論文の貢献および所定の試験の成績を考慮して、本論文の提出者が博士（経営学）の
学位を授与されるのに十分な資格をもつものと判定する。 
